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現行の基本方針、ポイント及び新たな基本方針（素案）について 
 

現行の基本方針 ポイント（案） 新たな基本方針（素案） 
 
有機農業の推進に関する法律（平成１８年法律第１１２号）

第６条第１項の規定に基づき、有機農業の推進に関する基本

的な方針を次のとおり定めたので、同条第４項の規定に基づ

き、公表する。 
平成１９年４月２７日 農林水産大臣 松岡利勝 

有機農業の推進に関する法律（平成１８年法律第１１２号）

第６条第１項の規定に基づき、有機農業の推進に関する基本

的な方針を次のとおり定めたので、同条第４項の規定に基づ

き、公表する。 
平成○○年○月○○日 農林水産大臣 林芳正 

 
有機農業の推進に関する基本的な方針 有機農業の推進に関する基本的な方針 
 
はじめに（略） （削除。） 
 
第１ 有機農業の推進に関する基本的な事項 第１ 有機農業の推進に関する基本的な事項 
 
１  農業者が有機農業に容易に従事することができるように

するための取組の推進 
１  農業者が有機農業に容易に従事することができるように

するための取組の推進 
 
化学肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技

術を利用しないことを基本とする有機農業は、現状では、病

害虫の発生等に加え、多くの場合、労働時間や生産コストの

大幅な増加を伴う。 

化学肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技

術を利用しないことを基本とする有機農業は、現状では、病

虫害の発生等に加え、多くの場合、労働時間や生産コストの

大幅な増加を伴う。 
こうした有機農業の抱える課題を克服し、農業者が容易に

有機農業に従事できるようにすることが重要であることか

ら、有機農業に関する技術体系を確立・普及するための取組

を強化するとともに、有機農業の取組を対象とする各種支援

施策を充実し、その積極的な活用を図ることが必要である。

このため、国及び地方公共団体は、地域の気象条件・土壌

条件等に適合した技術体系を確立・普及するための取組を強

化するとともに、有機農業の取組を対象とする各種支援施策

を充実し、その積極的な活用を図ることが必要である。 

 また、先進的有機農業者による就農相談や研修受入の拡大、

新規就農者の経営計画の作成への支援が必要である。 
 
２  農業者その他の関係者が有機農業により生産される農産

物の生産、流通又は販売に積極的に取り組むことができる

ようにするための取組の推進 

２  農業者その他の関係者が有機農業により生産される農産

物の生産、流通又は販売に積極的に取り組むことができる

ようにするための取組の推進 
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有機農業への取組は未だ少ないものの、有機農業により生

産される農産物に対する潜在的な需要はあると考えられるこ

とから、農業者が有機農業による経営を安定して展開できる

よう需要を的確に捉えた販路の開拓に取り組むことが重要で

ある。 

新たに有機農業に取り組もうとする者が相当程度いる一方

で、有機農業により生産される農産物に対する需要の増加が

見込まれることから、有機農業により生産される農産物の生

産拡大、流通、販売又は利用の確保を図っていくことが重要

である。 
このため、有機農業の取組を対象とする各種支援施策を充

実し、その積極的な活用を図ることにより有機農業による農

産物の生産を更に増加させていくとともに、有機農業に取り

組む農業者（以下「有機農業者」という。）や農業団体等と、

農産物の流通業者、販売業者又は実需者とが連携・協力し、

有機農業により生産される農産物の流通、販売又は利用の拡

大に取り組むことが必要である。 

このため、有機農業に関する技術体系の確立・普及や、農

業者が有機農業による経営を安定して展開できるよう有機農

業の取組が対象となる各種支援施策の積極的な展開を図る。

また、有機農業により生産される農産物の流通、販売又は利

用が拡大するよう有機農業者や農業団体等と、農産物の流通

業者、販売業者又は実需者、その他業者とが連携・協力する

ことによって実需者等のニーズに即した広域流通や地産地消

等の地域内流通を推進することが必要である。 
 
３  消費者が容易に有機農業で生産される農産物を入手でき

るようにするための取組の推進 
３  消費者が容易に有機農業により生産される農産物を入手

できるようにするための取組の推進 
 
消費者の安全かつ良質な農産物に対する需要が増大してい

る中、有機農業により生産される農産物の生産・流通量を拡

大し、当該農産物を消費者が容易に入手できるようにするこ

とが重要である。 

消費者の安全かつ良質な農産物に対する需要を踏まえ、有

機農業により生産される農産物の生産・流通量を拡大し、当

該農産物を消費者が容易に入手できるように多様な販売機会

を設けることが重要である。 
このため、有機農業により生産される農産物の生産の拡大

に努めるとともに、有機農業者、流通業者、販売業者、実需

者及び消費者の間で、その生産、流通、販売及び消費に関す

る情報が受発信されることが必要である。 

このため、有機農業により生産される農産物の生産の拡大

に努めるとともに、有機農業者、流通業者、販売業者、実需

者及び消費者の間で、その生産、流通、販売及び消費に関す

る情報が受発信されることが必要である。 
さらに、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する

法律（昭和２５年法律第１７５号。以下「ＪＡＳ法」という。）

に基づく有機農産物等についての適正な表示を推進すること

により、消費者の有機農産物等に対する信頼を確保すること

が重要である。 

さらに、有機農業により生産される農産物の生産及び消費

の拡大に伴い、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関

する法律（昭和２５年法律第１７５号。以下「ＪＡＳ法」と

いう。）に基づく有機農産物等についての適正な表示、知識の

習得、制度の活用を推進することにより、消費者の有機農産

物等に対する信頼を確保することが重要である。 
 
４ 有機農業者その他の関係者と消費者との連携の促進 ４ 有機農業者その他の関係者と消費者との連携の促進 
 
有機農業の推進に当たっては、消費者の有機農業に対する

理解の増進が重要であることから、食育、地産地消、農業体

験学習、都市農村交流等の取組を通じて、消費者と有機農業

有機農業の推進に当たっては、消費者の有機農業に対する

理解の増進が重要であることから、食育、地産地消、産消提

携（消費者が農業者と農産物取引の事前契約を行うことをい
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者その他の関係者との交流・連携の促進を図ることが必要で

ある。 
う。以下同じ。）、農業体験学習、都市農村交流等の取組を通

じて、消費者と有機農業者その他の関係者との交流・連携の

促進を図ることが必要である。 
 
５ 農業者その他の関係者の自主性の尊重 ５ 農業者その他の関係者の自主性の尊重 
 
有機農業の推進に当たっては、我が国における有機農業が、

これまで、専ら、有機農業を志向する一部の農業者その他の

関係者の自主的な活動によって支えられてきたことを考慮

し、これらの者及び今後有機農業を行おうとする者の意見が

十分に反映されるようにすることが重要である。 

有機農業の推進に当たっては、我が国における有機農業が、

これまで、専ら、有機農業を志向する一部の農業者その他の

関係者の自主的な活動によって支えられてきたことを考慮

し、これらの者及び今後有機農業を行おうとする者の意見が

十分に反映されるようにすることが重要である。 
また、有機農業に関する技術体系が十分に確立されておら

ず、有機農業による農産物の生産も未だ少ない現状において、

有機農業の推進に当たっては、地域の実情、農業者その他の

関係者の意向への配慮がないままに、農業者その他の関係者

に対し、有機農業による農産物の生産、流通又は販売を画一

的に進めることのないよう留意する必要がある。 

また、有機農業に関する基本的な技術の体系化は進んでい

るものの、地域条件への適合が進んでおらず、有機農業によ

り生産される農産物の生産も未だ少ない現状において、有機

農業の推進に当たっては、地域の実情、農業者その他の関係

者の意向への配慮がないままに、農業者その他の関係者に対

し、有機農業により生産される農産物の生産、流通又は販売

を画一的に推進することのないよう留意する必要がある。 
 
第２ 有機農業の推進及び普及の目標に関する事項 第２ 有機農業の推進及び普及の目標に関する事項 
 
１ 目標の設定の考え方 １ 目標の設定の考え方 
 
農業者が容易に有機農業に従事できるようにすること、農

業者その他の関係者が有機農業による農産物の生産、流通又

は販売に積極的に取り組めるようにすることなど、有機農業

推進法に定める基本理念に即し、有機農業の推進及び普及に

当たっての国、地方公共団体、農業者その他の関係者及び消

費者の共通の目標を掲げることとする。 
 

 
これまでに有機農業の推進に係る条件整備について一定程

度の進捗が得られており、今後は、有機農業に従事している

農業者に加え、有機農業による就農を希望する者や慣行農業

から有機農業への転換を考えている農業者が相当程度存在す

ること、また、有機農業により生産される農産物に対する消

費者や実需者の需要が相当程度存在することなどを踏まえ、

有機農業の推進に関する法律（平成１８年法律第１１２号。

以下「有機農業推進法」という。）に定める基本理念に即して、

有機農業の一層の拡大を図っていくこととする。 
このため、国、地方公共団体、農業者、消費者、実需者そ

の他の関係者に係る目標を次のとおり定めることとする。 
特に、現状では、有機農業に関する技術体系の確立ととも

に、国及び地方公共団体における有機農業の推進に向けた体

制の整備等が重要な課題であることを考慮し、こうした農業
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者が有機農業に積極的に取り組めるようにするための条件整

備に重点を置いて目標を設定するものとする。 
 
２ 有機農業の推進及び普及の目標 ２ 有機農業の推進及び普及の目標 
 
 ポイント 

 
・  現行の基本方針の目標は、条件整備に重

点を置いて設定していた。次期目標では、

有機農業を拡大することを目標としては

どうか。 
 
・ 新たな目標として、我が国の有機農業の

シェアを現状（0.4～0.5%）の倍程度へ

の拡大を目指してはどうか。 
 

（１）有機農業の拡大 
 
新たに有機農業に取り組もうとする者が相当程度いる一方

で、有機農業により生産される農産物に対する需要の増加が

見込まれることから、有機農業の一層の拡大を図ることとす

る。このため、おおむね平成３０年度までに、現在０．４％

程度と見込まれる我が国の耕地面積に占める有機農業の取組

面積の割合を倍増（１％）させる。 

 
（１）有機農業に関する技術の開発・体系化 （２）有機農業に関する技術の開発・体系化 
 
有機農業に農業者が容易に従事できるようにするために

は、現状では、病害虫等による品質や収量の低下が起こりや

すいなどの課題を有する有機農業について、こうした課題を

克服した技術を確立することが重要である。 

ポイント 
 
・ 全国段階では、先進的有機農業者が持つ

技術をもとに栽培技術指導書等を作成し

体系化が一定程度進んでおり、今後は地

域段階において新たに有機農業を始める

人のために、地域の気象条件や土壌条件

に適合した技術の体系化を進めていくこ

とが必要。 
 
・ 新たな目標として、都道府県において、

地域の気象条件や土壌条件に適合した

技術体系を確立することを設定すべき。

有機農業に関する技術については、基本的な技術の体系化

が一定程度進捗しているところであるが、有機農業は地域性

が高いことから、地域ごとに導入が可能な技術の体系化を進

める。ことが重要である。 
このため、おおむね平成２３年度までに、試験研究独立行

政法人、都道府県、大学、有機農業者、民間団体等で開発さ

れ、実践されている様々な技術を適切に組み合わせること等

により、安定的に品質・収量を確保できる有機農業の技術体

系の確立を目指す。 

  このため、おおむね平成３０年度までに、都道府県におい

て、地域の気象・土壌条件等に適合し、安定的な品質・収量

を確保できる有機農業の技術体系を確立する。 

 
（２）有機農業に関する普及指導の強化 （３）有機農業に関する普及指導の強化 
 
農業者等が有機農業に取り組めるようにするためには、地

域で有機農業に関する技術及び知識の指導を受けることがで

ポイント 
 
・ 意欲的な農業者への支援を行うため、先

農業者等が有機農業に取り組めるようにするためには、地

域で有機農業に関する技術及び知識は、地域の気象・土壌条
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きる環境を整えていくことが重要である。 
このため、おおむね平成２３年度までに、国や都道府県の

研修を活用するとともに、先進的な有機農業者との連携を強

化しつつ、意欲的な農業者への支援を行うことができるよう

都道府県の普及指導センターや試験研究機関等に普及指導員

を配置するなど、普及指導員による有機農業の指導体制を整

備した都道府県の割合を１００％とすることを目指す。 

進的な有機農業者との連携を強化しつ

つ、地域の気象条件や土壌条件に適合し

た技術や知識を明確にすることが必要。

 
・ 都道府県の普及指導センターや試験研

究機関等に普及指導員や農業革新支援

専門員を配置することを目指すべき。 

件等に適合していることが不可欠であるため、国や地方公共

団体による研修の活用や、地域の先進的な有機農業者との連

携の強化を図りつつ、都道府県の普及指導センターや試験研

究機関等に有機農業に知見のある農業革新支援専門員その他

の普及指導員を配置するなど、おおむね平成３０年度までに、

普及指導員による有機農業に関する普及指導体制を整備した

都道府県の割合を１００％とすることを目指す。 
 
（３）有機農業に対する消費者の理解の増進 （４）有機農業に対する消費者の理解の増進 
 
有機農業については、消費者の理解と協力を得ながら推進

することが重要であるが、有機農業に対する消費者の理解は

未だ十分でない。 

ポイント 
 
・ 有機農業に対する消費者の理解は一定

程度進んでいるものの、必ずしも十分で

はない。 
 
・ 引き続き、有機農業が化学肥料及び農薬

を使用しないこと等を基本とする環境

と調和の取れた農業であることを知る

消費者の割合について、５０％以上とす

ることを目指す。 

このため、有機農業に対する消費者の理解の増進を目標と

する。具体的には、モニター調査等を通じて把握する、有機

農業が化学肥料及び農薬を使用しないこと等を基本とする環

境と調和の取れた農業であることを知る消費者の割合につい

て、おおむね平成２３年度までに５０％以上とすることを目

指す。 
 

このため、有機農業に対する消費者の理解を一層増進する

ため、有機農業が、化学肥料及び農薬を使用しないこと等を

基本とする環境と調和の取れた農業であることを知る消費者

の割合について、おおむね平成３０年度までに５０％以上と

することを目指す。 
 

 
（４）都道府県における推進計画の策定と有機農業の推進体

制の強化 
（５）都道府県等における有機農業の推進体制の強化 

 
現状では未だ取組の少ない有機農業を推進及び普及するた

めには、全国各地において、それぞれ農業者その他の関係者

及び消費者の理解と協力を得ながら基本方針に基づく取組を

進める必要がある。また、有機農業推進法第７条第１項にお

いて、都道府県は、基本方針に即して有機農業の推進に関す

る施策についての計画（以下「推進計画」という。）を定める

よう努めることとされている。 
このため、推進計画を策定・実施している都道府県の割合

をおおむね平成２３年度までに１００％とすることを目指

す。 

ポイント 
 
・ 都道府県の有機農業の推進体制につい

ては、一定程度進んだものの、市町村に

おける有機農業の推進体制は、「有機農

業者がいない・少ない」等の理由により、

依然として推進体制の整備が不十分で

あることから、引き続き体制整備が必

要。 
 

・ 市町村の体制整備の目標については、市

町村の体制整備は画一的な取り組みで
併せて、全国各地において基本方針、推進計画に基づく取

組を進めるため、有機農業者や有機農業の推進に取り組む民

併せて、全国各地において基本方針及び、有機農業推進法

第７条第１項に基づき都道府県が策定する有機農業の推進に
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間の団体等を始め、流通業者、販売業者、実需者、消費者、

行政部局、農業団体等で構成する有機農業の推進を目的とす

る体制が整備されている都道府県及び市町村の割合を、おお

むね平成２３年度までに都道府県にあっては１００％、市町

村にあっては５０％以上とすることを目指す。 
 

は進まないので、市町村が状況に応じて

対策をとりやすい様に検討すべき。 
 

関する施策についての計画（以下「推進計画」という。）に基

づく取組を進めるため、おおむね平成３０年度までに、都道

府県にあっては、有機農業者や有機農業の推進に取り組む民

間の団体等をはじめ、流通業者、販売業者、実需者、消費者、

行政機関、農業団体等で構成する有機農業の推進を目的とす

る体制の整備を一層促進することとし、その整備率を１００

％、市町村にあっては各地域の有機農業の状況を踏まえつつ、

先進的有機農業者との連携による就農相談先を設けるなどの

体制整備を５０％以上とすることを目指す。 
 
第３ 有機農業の推進に関する施策に関する事項 第３ 有機農業の推進に関する施策に関する事項 
 
１ 有機農業者等の支援 １ 有機農業者等の支援 
 
（２）新たに有機農業を行おうとする者の支援 （１）新たに有機農業を行おうとする者の支援 
 
国及び地方公共団体は、関係団体と連携・協力して、有機

農業を行おうとする新規就農希望者が円滑に就農できるよ

う、全国及び都道府県における就農相談、道府県農業大学校

や就農準備校、有機農業の推進に取り組む民間の団体等にお

ける研修教育の推進、就農支援資金の貸付けによる支援等に

努める。 

ポイント 
 
・ 地方公共団体は、地域の有機農業者がど

こでどのような農業をしているのかに

ついて把握し、就農希望者と先進的な有

機農業者の間を取り持つことによって、

就農希望者の相談活動を支援すべき。 
 
・ 地域段階で、新たに有機農業を行おうと

する者に対する経営プランの提示や、技

術の習得が可能となる先進的な有機農

業者による研修受け入れ先の拡大など

に取り組むべき。 
 
・ 県ごとに先進的な農家を指導者として

認定するなど、政策的な支援が必要。 
 
・ 有機農業で就農するために必要な情報

が入手できない状況にあるので、希望者

と受入先市町村とのマッチングを図る

ことが必要。 

有機農業を行おうとする新規就農希望者や慣行農業から有

機農業への転換しようとする者に対して、国及び地方公共団

体は、関係団体と連携・協力して、これらの者が円滑に有機

農業を開始できるよう、国及び地方公共団体における就農相

談、道府県農業大学校や就農準備校、有機農業の推進に取り

組む民間の団体等における研修教育の機会の拡大に加え、先

進的有機農業者による研修受入の拡大、新規就農者等のため

の経営計画の作成等の支援に努める。 
 また、新規就農希望者に対して国及び地方公共団体は、各

種就農支援策を活用した支援に努める。 
また、有機農業を行おうとする新規就農希望者に対して適

切な指導及び助言が行われるよう、国及び都道府県は、有機

農業者や有機農業の推進に取り組む民間の団体等と連携・協

力して、国、地方公共団体及び農業団体の職員等を対象に、

必要な情報の提供を行うとともに、有機農業の意義や実態、

有機農業の取組を支援できる各種施策に関する知識、有機農

業に関する技術等を習得させるための研修の実施に努める。

さらに、国及び地方公共団体は、その職員及び農業団体の

職員に対して、有機農業を行おうとする新規就農希望者及び

慣行農業から有機農業へ転換しようとする者に対する適切な

指導及び助言が行われるよう、国及び都道府県は、有機農業

者や有機農業の推進に取り組む民間の団体等と連携・協力し

て、国、地方公共団体及び農業団体の職員等を対象に、例え

ば、就農相談を受け入れる先進的有機農業者に関する情報そ

の他の必要な情報の提供を行うよう努めるとともに、有機農

業の意義や実態、有機農業の取組を支援するための各種支援

施策に関する知識、有機農業に関する技術等を習得させるた

めの研修の実施に努める。 
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（１）有機農業の取組に対する支援 （２）有機農業の取組に対する支援 
 
国及び地方公共団体は、有機農業に必要な技術の導入を支

援するため、たい肥等の生産・流通施設等の共同利用機械・

施設の整備の支援に努めるとともに、持続性の高い農業生産

方式の導入の促進に関する法律（平成１１年法律第１１０号

）第４条第１項の規定に基づく持続性の高い農業生産方式の

導入に関する計画（以下「導入計画」という。）の策定を有機

農業者等に積極的に働きかけ、導入計画の策定及び実施に必

要な指導及び助言、特例措置を伴う農業改良資金の貸付け等

による支援に努める。 
 

ポイント 
 
・ 地域において有機農業の拡大を図って

いくためには、中長期の計画に基づく、

モデル的な取り組みを進めるべき。 
 
・ 有機農業に対する環境保全型農業直接

支援対策の継続・拡充が必要。 
 
・ 有機農産物の購買量の増加に応じて有

機農業は普及するので、インセンティブ

付与のため支援策が必要。 
 
・ 有機農業の拡大のためには、マーケット

のニーズに対応した一定の産地化、ロッ

ト形成、低コスト化が必要であり、機械

・施設への支援が重要。 
 
・ 意欲のある慣行農業者が技術等を習得

することにより、産地としての有機農業

への転換も進めるべき。 
 
・ 有機農業における有機種苗は、民間での

供給が難しいことから、地域での種苗の

確保のため、行政としてもなんらかの支

援〔技術講習会、優良事例紹介〕を行う

ことが望ましい。 
 

国及び地方公共団体は、有機農業に必要な技術の導入を支

援するため、堆肥等の生産・流通施設その他の共同利用機械

・施設の整備の支援に努めるとともに、持続性の高い農業生

産方式の導入の促進に関する法律（平成１１年法律第１１０

号）第４条第１項の規定に基づく持続性の高い農業生産方式

の導入に関する計画（以下「導入計画」という。）の策定を有

機農業者等に積極的に働きかけ、導入計画の策定及び実施に

必要な指導及び助言に努める。また、特例措置を伴う農業改

良資金の貸付け等に関しても、有機農業者の必要に応じた支

援に努める。 
また、平成１９年度から実施する農地・水・環境保全向上

対策を活用し、有機農業を含む環境負荷を大幅に低減する地

域でまとまった先進的な取組に対して、当該取組を行う農業

者にも配分可能な交付金等を交付することにより、有機農業

者の支援に努める。 

また、平成２３年度から実施している環境保全型農業直接

支援対策の活用により、有機農業者の支援に努める。 

さらに、有機農業による地域農業の振興を全国に展開して

いくため、国は、そのモデルとなり得る有機農業を核とした

地域振興計画を策定した地域に対し、当該地域振興計画の達

成に必要な支援を行うとともに、有機農業者、地方公共団体、

農業団体、有機農業の推進に取り組む民間の団体等の協力を

得て、地域における有機農業に関する技術の実証及び習得の

支援を行う。 

さらに、有機農業を核として地域農業の振興を全国に展開

していくため、国は、地域における有機農業の拡大のモデル

となり得る、有機農業を核とした地域振興の計画を策定した

地域に対し、当該地域振興計画の達成に必要な支援を行うと

ともに、有機農業者、地方公共団体、農業団体、有機農業の

推進に取り組む民間の団体等の協力を得て、地域における有

機農業に関する技術の実証及び習得の支援に努める。 
 特に、有機農業の拡大に当たっては、地域のまとまった取

組が必要であり、実需者等のニーズに応えるロットの拡大、

産地化の取組が必要となるため、地域における慣行農業から

の転換等の取組に対する支援に努める。 
国及び都道府県は、先進的な有機農業者や農業団体等と連

携・協力して、有機種苗の確保を図るための有機種苗の採種

技術の講習や優良な取組に関する情報発信への支援に努め

る。 
 
（３）有機農業により生産される農産物の流通・販売面の支

援 
（３）有機農業により生産される農産物の流通・販売面の支

援 



 

- 8 -

 
国及び地方公共団体は、農業団体等と連携・協力して、有

機農業により生産される農産物について、その特色を活かし

た販売や消費者・実需者のニーズを反映した生産を実現する

ため、有機農業者に対し、ＪＡＳ法に基づく有機農産物の日

本農林規格（平成１７年１０月２７日農林水産省告示第１６

０５号）や生産情報公表農産物の日本農林規格（平成１７年

６月３０日農林水産省告示第１１６３号）等の活用、農産物

の生産・出荷情報を流通業者、販売業者、実需者及び消費者

に広く提供するネットカタログ等を利用した情報の受発信を

積極的に働きかける。 
また、直売施設やインターネットを利用した販売活動等に

取り組む有機農業者に対し、消費者や実需者との情報の受発

信を積極的に働きかける。 
さらに、農産物直売施設等の整備の支援に努めるとともに、

相当程度の量でまとまって有機農業により生産される農産物

を確保できる場合は、関係団体と連携・協力して、流通業者、

販売業者又は食品製造業者や外食業者等の実需者と、有機農

業者、農業団体等との意見交換や商談の場の設定、卸売市場

流通における第三者販売や直荷引きの仕組みの適用等を通

じ、有機農業者や農業団体等と、流通業者、販売業者や実需

者との橋渡しに努める。 

ポイント 
 
・ 有機農業においても、SEICA（青果ネッ

トカタログ）の活用といった直接、流通

業者が生産者にアクセスできるインタ

ーネットの活用が必要。 
 
・ 学校給食などへ有機農産物の供給をす

るに当たっては、コストの問題があるの

で、使用の多い重量野菜のコスト低減な

どに優先して取り組む必要。 
 
・ 産地としての供給能力を確保・維持する

ため、引き続き各種施策を講じることが

重要。 
 
・ 暮らし方としての有機農業と、産業とし

ての有機農業を整理して考える必要があ

る。産業としての有機農業については、

有機ＪＡＳは重要なので、有機ＪＡＳの

普及が重要。 
 
・ 広域流通を前提とした場合、有機ＪＡＳ

制度以外の選択肢はないため、国は、有

機ＪＡＳの認定手続きを簡素化する等、

有機ＪＡＳによる認定農産物を増やす

ための対策が必要。 
 
・ 有機農業の拡大に合わせて、有機ＪＡＳ

認証の活用を促進するため、取得のため

の手続きの簡素化や支援が必要。 
 
・ 地域での販路確保のため、市町村単位で

の直売所、ファーマーズマーケット、イ

ンショップでの有機農産物の取扱い、他

業種との連携などによる多様な地産地

国及び地方公共団体は、有機農業者や農業団体等に対し、

消費者や実需者との情報の積極的な受発信及び e コマース並

びに中食業者、医療・福祉業界その他の他業種との連携等に

よる多様な販路の確保について働きかける。また、関係団体

と連携・協力して、流通業者、販売業者又は実需者と、有機

農業者や農業団体等との意見交換や商談の場の設定その他の

両者の橋渡しに努める。 
広域流通の拡大のために、国及び地方公共団体は、農業団

体等と連携・協力して、有機農業者、流通業者、販売業者及

び実需者に対し、ＪＡＳ法に基づく有機農産物の日本農林規

格（平成１７年１０月２７日農林水産省告示第１６０５号）

や生産情報公表農産物の日本農林規格（平成１７年６月３０

日農林水産省告示第１１６３号）等の知識の習得及び制度の

活用や、卸売市場流通の活用を積極的に働きかける。 
さらに、国は有機ＪＡＳ認証の取得・維持及び拡大を図る

こととし、これに係る手続の簡素化等を検討する。 
地域内流通の拡大のために、国及び地方公共団体は、イン

ショップ、直売所等による取組を支援するとともに、６次産

業化の取組及び地場加工業者等と連携した農商工等連携の取

組による消費の創出に向けた支援に努める。 
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消の拡大が重要。 
 

 
２ 技術開発等の促進 ２ 技術開発等の促進 
 
（１）有機農業に関する技術の研究開発の促進 （１）有機農業に関する技術の研究開発の促進 
 
国及び都道府県は協力して、有機農業者を始め民間の団体

等で開発、実践されている様々な技術を探索するとともに、

これらの技術を適切に組み合わせること等により、品質や収

量を安定的に確保できる有機農業の技術体系を確立するた

め、当該技術の導入効果、適用条件を把握するための実証試

験等に取り組むよう努める。 

ポイント 
 
・ 土作りのための期間を短縮することが

有機農業にとって重要であり、土壌生物

相に着目した科学的な土作りを可能と

する知見が必要。 
 

国及び地方公共団体は協力して、試験研究独立行政法人、

都道府県、大学、有機農業者、民間の団体等で開発、実践さ

れている様々な技術を探索するとともに、有機農業の実態を

踏まえ、既に取り組まれている有機農業に関する技術の科学

的な解明や、これらの技術を適切に組み合わせること等によ

り、地域の気象・土壌条件等に適合し、品質や収量を安定的

に確保できる有機農業の技術体系を確立するため、新技術の

導入効果、適用条件を把握するための実証試験等に取り組む

よう努める。 
また、国は、有機農業の実態を踏まえ、既に取り組まれて

いる有機農業に関する技術の科学的な解明や、これらを普及

するために必要な技術の開発など、有機農業の推進に必要な

研究課題を設定するとともに、研究開発の実施に当たっては、

試験研究独立行政法人を始め、都道府県、大学、民間の試験

研究機関、行政部局、有機農業者等の参画を得て、有機農業

に関する研究開発の計画的かつ効果的な推進に努める。 
 

また、国は、有機農業の初期の経営の安定に資するよう、

ほ場環境や土づくりの状態を把握するための微生物相等に着

目した科学的指標の策定や、有機農業者が使いやすい土づく

り等の技術体系の開発等、有機農業の推進に必要な研究課題

を設定するとともに、研究開発の実施に当たっては、試験研

究独立行政法人を始め、都道府県、大学、民間の試験研究機

関、行政部局、有機農業者等の参画を得て、有機農業に関す

る研究開発の計画的かつ効果的な推進に努める。 
地方公共団体においては、その立地条件に適応した有機農

業に関する技術の研究開発、他の研究機関等が開発した技術

を含む新たな技術を地域の農業生産の現場に適用するために

必要な実証試験等に取り組むよう努める。 

地方公共団体においては、その地域の条件に適応した有機

農業に関する技術の研究開発や、他の研究機関等が開発した

技術を含む新たな技術を地域の農業生産の現場に適用するた

めに必要な実証試験等に取り組むよう努める。 
さらに、有機農業者等の技術に対するニーズを的確に把握

し、それを試験研究機関における研究開発に反映させるよう

努める。 
 
（２）研究開発の成果の普及の促進 （２）研究開発の成果の普及の促進 
 
国及び地方公共団体は、有機農業に関する有用な技術の研

究開発の成果を普及するため、研究開発の成果に関する情報

の提供に努めるとともに、都道府県の普及指導センターを中

ポイント 
 
・ 有機農業の技術の汎用化は難しいもの

国及び地方公共団体は、地域条件への適合化や低コストや

軽労化につながる除草や防除の機械化等に関する研究開発の

成果に関する情報の提供に努める。 
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心に、地域の実情に応じ、市町村、農業団体等の地域の関係

機関や、有機農業者、民間の団体等と連携・協力して、農業

者への研究開発の成果の普及に努める。 

の、地域ごとの気象条件、土壌条件への

適合化が必要であることから、高度な技

術を持つ先進的有機農業者と技術の解

明・実証を担う研究機関・普及組織との

連携が必要。 
 
・ 有機農業において除草や防除のための

機械化の開発・普及が必要。 
 
・ コスト削減と共に、持続的農業を普及さ

せるため、実証試験による周知を図る必

要。 
 
・ 慣行農業において確立された技術のう

ち、有機農業において利用可能な技術に

ついては導入・普及を進めることが必

要。 
 

その際、都道府県の普及指導センターを中心に、地域の実

情に応じ、試験研究機関、市町村、農業団体等の地域の関係

機関や、先進的な有機農業者、民間の団体等と連携・協力し

て有機農業者への研究開発の成果の普及に努める。 
また、有機農業者及び今後、有機農業を行おうとする者に

対し、新たな研究開発の成果、知見に基づく効果的な指導及

び助言が行われるよう、国及び都道府県は、有機農業者の協

力を得て、普及指導員等に対する有機農業に関する研究開発

の成果等に係る技術及び知識を習得させるための研修の内

容、情報提供の充実を図るとともに、有機農業者等の技術に

対するニーズを的確に把握し、それを試験研究機関における

研究開発に反映させるよう努める。 

また、国及び地方公共団体は、有機農業者及び今後、有機

農業を行おうとする者に対して、新たな研究開発の成果、知

見に基づく効果的な指導及び助言が行われるよう、国及び都

道府県は、先進的な有機農業者の協力を得て、農業革新支援

専門員その他の普及指導員等に対する有機農業に関する研究

開発の成果等に係る技術及び知識を習得させるための研修の

内容、情報提供の充実を図るとともに、有機農業者等の技術

に対するニーズを的確に把握し、それを試験研究機関におけ

る研究開発に反映させるよう努める。 

 
３ 消費者の理解と関心の増進 ３ 消費者の理解と関心の増進 
 
国及び地方公共団体は、有機農業に対する消費者の理解と

関心を増進するため、有機農業者と消費者との連携を基本と

しつつ、インターネットの活用やシンポジウムの開催による

情報の受発信、資料の提供、優良な取組を行った有機農業者

の顕彰等を通じて消費者を始め、流通業者、販売業者、実需

者、学校関係者等に対し、自然循環機能の増進、環境への負

荷の低減、生物多様性の保全など、有機農業の有する様々な

機能についての知識の普及啓発並びに有機農業による農産物

の生産、流通、販売及び消費に関する情報の提供に努める。

ポイント 
 
・ 安全・安心ということだけではなく、有

機農産物の持つ背景、ストーリー、生物

多様性保全、地球環境への配慮といった

有機農産物が有する多面的な機能を引

き続き消費者に知ってもらうことが必

要。 
 
・ いろいろなブランドや表示が出てきて

おり、消費者にとって分かりにくい。消

費者に理解してもらう工夫(表示の説明)
が引き続き必要。 

 
・ 有機ＪＡＳはマークがあるので判別し

やすい。有機ＪＡＳや地方自治体が定

国及び地方公共団体は、有機農業に対する消費者の理解と

関心を増進するため、有機農業者と消費者との連携を基本と

しつつ、インターネットの活用やシンポジウムの開催による

情報の受発信、資料の提供、優良な取組を行った有機農業者

の顕彰等を通じて、消費者をはじめ、流通業者、販売業者、

実需者、学校関係者等に対し、自然循環機能の増進、環境へ

の負荷の低減、生物多様性の保全など、有機農業の有する様

々な機能についての知識の普及啓発並びに有機農業により生

産される農産物の生産、流通、販売及び消費に関する情報の

提供に努める。 
また、民間の団体等による消費者の理解と関心を増進する

ための自主的な活動を促進するため、これらの者による優良

な取組についての顕彰及び情報の発信に取り組むとともに、

消費者に対するＪＡＳ法に基づく有機農産物等の表示ルール

・検査認証制度の普及啓発に努める。 

また、民間の団体等による消費者の理解と関心を増進する

ための自主的な活動を促進するため、これらの者による優良

な取組についての顕彰及び情報の発信に取り組むとともに、

消費者に対するＪＡＳ法に基づく有機農産物等の表示制度・

検査認証制度その他の有機農業により生産される農産物の表

示ルールの普及啓発に努める。 
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 めるエコ農産物等について認知度向上

の施策が必要。 
 
・ 消費者と生産者が交流を持って相互に

訪ねて経験を積んだり、学んだりする

ことは大切。このような取り組みをベ

ースとしている産消提携は重要。 
 

・ 消費者の理解・関心の増進や有機農業

者と消費者の相互理解の増進のために

は、顕彰や先進事例の情報収集・発信

等の各種支援を引き続き行っていくこ

とが必要。 
 

４ 有機農業者と消費者の相互理解の増進 
 
国及び地方公共団体は、有機農業者と消費者の相互理解の

増進を図るため、食育や地産地消、農業体験学習、都市農村

交流等の活動と連携して、地域の消費者や児童・生徒、都市

住民等が地域の豊かな自然環境の下で営まれる有機農業に対

する理解を深める取組の推進に努める。 

４ 有機農業者と消費者の相互理解の増進 
 
国及び地方公共団体は、有機農業者と消費者の相互理解の

増進のため、食育、地産地消、産消提携、農業体験学習、都

市農村交流等の活動と連携して、地域の消費者や児童・生徒、

都市住民等と、有機農業者が、互いに理解を深める取組の推

進に努める。 
  また、民間の団体等による有機農業者と消費者の相互理解

を増進するための自主的な活動を促進するため、これらの者

による優良な取組についての顕彰及び情報の発信に努める。

また、民間の団体等による有機農業者と消費者の相互理解

を増進するための自主的な活動を促進するため、これらの者

による優良な取組についての顕彰及び情報の発信に努める。 

 
５ 調査の実施 ５ 調査の実施 
 
国は、有機農業により生産される農産物の生産、流通、販

売及び消費の動向等の基礎的な情報、有機農業に関する技術

の開発・普及の動向、地域の農業との連携を含む有機農業に

関する取組事例その他の有機農業の推進のために必要な情報

を把握するため、地方公共団体、有機農業により生産される

農産物の生産、流通又は販売に関する団体その他の有機農業

の推進に取り組む民間の団体等の協力を得て、必要な調査を

実施する。 

国は、有機農業により生産される農産物の生産、流通、販

売及び消費の動向等の基礎的な情報、有機農業に関する技術

の開発・普及の動向、社会的・経済的効果、地域の農業との

連携を含む有機農業に関する取組事例その他の有機農業の推

進のために必要な情報を把握するため、地方公共団体、有機

農業により生産される農産物の生産、流通又は販売に関する

団体その他の有機農業の推進に取り組む民間の団体等の協力

を得て、必要な調査を実施する。 
 
６  国及び地方公共団体以外の者が行う有機農業の推進のた

めの活動の支援 
６  国及び地方公共団体以外の者が行う有機農業の推進のた

めの活動の支援 
 
国及び地方公共団体は、有機農業の推進のための活動に自

主的に取り組む民間の団体等に対し、情報の提供、指導及び

助言その他の必要な支援を行うとともに、これらの者と連携

・協力して有機農業の推進のための活動を効果的に展開でき

るよう、相談窓口を設置するなどの所要の体制の整備に努め

る。 

国及び地方公共団体は、有機農業の推進のための活動に自

主的に取り組む民間の団体等に対し、情報の提供、指導及び

助言その他の必要な支援を行うとともに、これらの者と連携

・協力して有機農業の推進のための活動を効果的に展開でき

るよう、相談窓口を設置する等の所要の体制の整備に努める。 

また、これらの民間の団体等による自主的な活動を促進す

るため、優良な取組の顕彰及び情報の発信に努める。 
また、これらの民間の団体等による自主的な活動を促進す

るため、優良な取組の顕彰及び情報の発信に努める。 
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７ 国の地方公共団体に対する援助 ７ 国の地方公共団体に対する援助 
 
国は、都道府県に対し、基本方針、当該都道府県における

有機農業の実態等を踏まえて定める有機農業の推進の方針、

当該方針に基づきおおむね５年の間に実施する施策、有機農

業を推進するに当たっての関係機関・団体等との連携・協力、

有機農業者等の意見の反映、推進状況の把握及び評価の方法

を内容とする推進計画の策定を積極的に働きかけるととも

に、その策定に必要な情報の提供、指導及び助言に努める。

ポイント 
 
・ 地域において有機農業を推進するため

には、その意義を理解することが必要。

 
 

国は、都道府県に対し、基本方針、当該都道府県における

有機農業の実態等を踏まえて定める有機農業の推進の方針、

当該方針に基づきおおむね５年の間に実施する施策、有機農

業を推進するに当たっての関係機関・団体等との連携・協力、

有機農業者等の意見の反映、推進状況の把握及び評価の方法

を内容とする推進計画のより効果的な実施を働きかけるとと

もに、その策定に必要な情報の提供、指導及び助言に努める。 
また、地方公共団体が行う有機農業の推進に関する施策の

策定及び実施に関し、必要な指導及び助言を行うとともに、

地方公共団体の職員が有機農業の意義や実態、有機農業の推

進に関する施策の体系、先進的な取組事例等有機農業に関す

る総合的な知識を習得できる研修の実施に努める。 

また、地方公共団体が行う有機農業の推進に関する施策の

策定及び実施に関し、必要な指導及び助言を行うとともに、

地方公共団体の職員が有機農業の意義や実態、有機農業の推

進に関する施策の体系、有機農業が地域に果たす役割を理解

するための先進的な取組事例等有機農業に関する総合的な知

識を習得できる研修の実施に努める。 
 
第４ その他有機農業の推進に関し必要な事項 第４ その他有機農業の推進に関し必要な事項 
 
１ 関係機関・団体との連携・協力体制の整備 １ 関係機関・団体との連携・協力体制の整備 
 
（１）国及び地方公共団体における組織内の連携体制の整備 （１）国及び地方公共団体における組織内の連携体制の整備 
 
有機農業の推進に関する施策は、有機農業による農産物の

生産、流通、販売及び消費の各側面から有機農業の推進のた

めに必要な施策を総合的に講じることとされている。これら

の施策を計画的かつ一体的に推進し、施策の効果を高めるた

め、国は、これらの施策を担当する部局間の連携を確保する

体制の整備に努める。 
また、地方公共団体に対し、同様の体制を整備するよう働

きかける。 

有機農業の推進に関する施策は、有機農業により生産され

る農産物の生産、流通、販売及び消費の各段階において有機

農業の推進のために必要な施策を総合的に講じることとされ

ている。これらの施策を計画的かつ一体的に推進し、施策の

効果を高めるため、国は、これらの施策を担当する関係機関

の連携を確保する体制の整備に努める。 
また、地方公共団体に対し、同様の体制を整備するよう働

きかける。 
 
（２）有機農業の推進体制の整備 （２）有機農業の推進体制の整備 
 
有機農業の推進に当たっては、農業者その他の関係者及び

消費者の理解と協力を得るとともに、有機農業者や民間の団

体等が自主的に有機農業の推進のための活動を展開している

ポイント 
 
・ 普及指導員等が有機農業の技術を普及指

有機農業の推進に当たっては、農業者その他の関係者及び

消費者の理解と協力を得るとともに、有機農業者や民間の団

体等が自主的に有機農業の推進のための活動を展開している
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中で、これらの者と積極的に連携する取組が重要である。

このため、国は、全国、地方ブロックの各段階において有

機農業者や有機農業の推進に自主的に取り組む民間の団体等

を始め、流通業者、販売業者、実需者、消費者、行政部局及

び農業団体等で構成する有機農業の推進体制を整備し、これ

らの者と連携・協力して、有機農業の推進に取り組むよう努

める。 
また、地方公共団体に対し、同様の体制を整備するよう働

きかける。 

導するに当たっては、普及指導員の相談

先となる先進的な有機農業者や研究者と

の連携体制の強化を図るとともに、アド

バイザーの紹介ができるような仕組みが

必要。 

中で、これらの者と積極的に連携する取組が重要である。 
このため、国は、全国、地方ブロックの各段階において有

機農業者や有機農業の推進に自主的に取り組む民間の団体等

をはじめ、流通業者、販売業者、実需者、消費者、行政機関

及び農業団体等で構成する有機農業の推進体制を整備し、こ

れらの者と連携・協力して、有機農業の推進に取り組むよう

努める。 
また、地方公共団体に対し、同様の体制を整備するよう働

きかける。 
 さらに、国は、地方公共団体、関係団体と連携・協力して

、有機農業を行おうとする者の支援や、普及指導員等の相談

等に対応するため、有機農業に関するアドバイザーの導入に

ついて検討する。 
 
（３）有機農業に関する技術の研究開発の推進体制の整備 （３）有機農業に関する技術の研究開発の推進体制の整備 
 
有機農業に関する技術の研究開発については、試験研究独

立行政法人、都道府県の試験研究機関に加え、有機農業者を

始めとする民間の団体等においても自主的な活動が展開され

ており、これらの民間の団体等と積極的に連携・協力するこ

とにより、技術の開発が効果的に行われることが期待できる。

ポイント 
 
・ 有機農業に関連する分野に取り組む研究

者の数は少ないことから、関係者の情報

の共有、横の連携が重要。 

有機農業に関する技術の研究開発については、試験研究独

立行政法人、都道府県の試験研究機関に加え、有機農業者を

始めとする民間の団体等においても自主的な活動が展開され

ており、これらの民間の団体等と積極的に連携・協力するこ

とにより、技術の開発が効果的に行われることが期待できる。 
このため、国は、全国、地方ブロックの各段階において、

試験研究機関のほか、行政・普及担当部局、有機農業者、農

業団体等の参画を得て、研究開発の計画的かつ効果的な推進

のための意見交換、共同研究等の場の設定を図るとともに、

関係する研究開発の進捗状況を一元的に把握するよう努め

る。 

このため、国は、全国、地方ブロックの各段階において、

試験研究独立行政法人をはじめ、地方公共団体、大学、民間

の試験研究機関、有機農業者等の参画を得て、研究開発の計

画的かつ効果的な推進のための意見交換、共同研究等の場の

設定を図るとともに、関係する研究開発の進捗状況を一元的

に把握し、関係者間の情報共有や連携を図りながら、有機農

業に関する研究開発の計画的かつ効果的な推進に努める。 
また、地方公共団体に対し、同様の体制を整備するよう働

きかける。 
また、地方公共団体に対し、同様の体制を整備するよう働

きかける。 
 
２ 有機農業者等の意見の反映 ２ 有機農業者等の意見の反映 
 
国及び地方公共団体は、有機農業の推進に関する施策の策

定に当たっては、意見公募手続の実施、現地調査、有機農業

者等との意見交換その他の方法により、有機農業者その他の

関係者及び消費者の当該施策についての意見や考え方を積極

国及び地方公共団体は、有機農業の推進に関する施策の策

定に当たっては、意見公募手続の実施、現地調査、有機農業

者等との意見交換その他の方法により、有機農業者その他の

関係者及び消費者の当該施策についての意見や考え方を積極
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的に把握し、これらを当該施策に反映させるよう努める。 
また、国は、有機農業による農産物の生産、流通、販売及

び消費の動向を常に把握し、その進捗状況に応じた施策等の

検討を行う体制を整備するとともに、地方公共団体に対し、

同様の体制を整備するよう働きかける。 

的に把握し、これらを当該施策に反映させるよう努める。 
また、国は、有機農業により生産される農産物の生産、流

通、販売及び消費の動向を常に把握し、その状況に応じた施

策等の検討を行う体制を整備するとともに、地方公共団体に

対し、同様の体制を整備するよう働きかける。 
 
３ 基本方針の見直し ３ 基本方針の見直し 
 
この基本方針は、有機農業推進法で示された基本理念及び

有機農業の推進に関する施策の基本となる事項に従い、基本

方針の策定時点での諸情勢に対応して策定したものであ

る。 
しかしながら、今後、有機農業を含めた農業を取り巻く情

勢も大きく変わることが十分考えられる。また、目標の達成

状況や施策の推進状況等によっても、基本方針の見直しが必

要となる場合が考えられる。 
このため、この基本方針については、平成１９年度からお

おむね５年間を対象として定めるものとするが、見直しの必

要性や時期等を適時適切に検討することとする。 

この基本方針は、有機農業推進法で示された基本理念及び

有機農業の推進に関する施策の基本となる事項に従い、基本

方針の策定時点での諸情勢に対応して策定したものである

。 
しかしながら、今後、有機農業を含めた農業を取り巻く情

勢も大きく変わることが十分考えられる。また、目標の達成

状況や施策の推進状況等によっても、基本方針の見直しが必

要となる場合が考えられる。 
このため、この基本方針については、平成２６年度からお

おむね５年間を対象として定めるものとするが、見直しの必

要性や時期等を適時適切に検討することとする。 
 


